
はじめに
日本の製造業は、生産機能や販売機
能を海外に移管し、生産コストの削減
や売上拡大を実現してきましたが、 
海外進出に伴う在庫のコントロール、
物流費の抑制、諸税への対策は後手
に回っています。

グローバルオペレーション
の最適化サービス
Operational Model Effectiveness (OME)
EY税理士法人

オペレーティング モデル エフェクティブネス
（OME）とは?

OMEは、クライアントのサプライチェーンの構築や事業再構築及びその導入
において、事業面及び国際税務、移転価格、間接税、関税、会計等の税務・会計
面におけるサポートサービスです。EYのOMEチームは、クライアントのあら
ゆるニーズにお応えすべく、国際税務、移転価格、関税及びサプライチェーン 
アドバイザリーチーム等の様々な専門家から構成されております。また、企業
に対し、効率的なビジネスストラクチャーの構築、運用、プロセスの改善、さら
に国際取引において発生するコスト及びリスク管理の支援を行います。

SCM改革を開始する際の障壁
SCMの改革は短期的に効果が創出できる施策が限られており、複数の機能／組織を巻き込んだ改革の実行および効果創出には時
間がかかる特徴があります。広範囲の機能・組織を巻き込んだ改革が必要となりますが、最初から全社的なSCM改革を実行すること
は困難であるため、まずは改革を開始するきっかけを見出すことが重要です。
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広範囲の機能・組織を巻き込んだ改革

【障壁】
最初から全社的なSCM改革を実行することが難しいので、改革を始めるきっかけが必要
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EYについて
EYは、アシュアランス、税務、トランザクションおよび
アドバイザリーなどの分野における世界的なリーダー
です。私たちの深い洞察と高品質なサービスは、世界中
の資本市場や経済活動に信頼をもたらします。私たち
はさまざまなステークホルダーの期待に応えるチーム
を率いるリーダーを生み出していきます。そうすること
で、構成員、クライアント、そして地域社会のために、よ
り良い世界の構築に貢献します。
EYとは、アーンスト・アンド・ヤング・グローバル・リミ
テッドのグローバル・ネットワークであり、単体、もしく
は複数のメンバーファームを指し、各メンバーファームは
法的に独立した組織です。アーンスト・アンド・ヤング・
グローバル・リミテッドは、英国の保証有限責任会社で
あり、顧客サービスは提供していません。
詳しくは、ey.com をご覧ください。

EY税理士法人について
EY税理士法人は、EYメンバーファームです。税務コンプ
ライアンス、クロスボーダー取引、M&A、組織再編や移
転価格などにおける豊富な実績を持つ税務の専門家集
団です。グローバルネットワークを駆使して、各国税務
機関や規則改正の最新動向を把握し、変化する企業の
ビジネスニーズに合わせて税務の最適化と税務リスク
の低減を支援することで、より良い世界の構築に貢献し
ます。詳しくは、www.eytax.jp をご覧ください。
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本書は、一般的な参考情報の提供のみを目的に作成されており、会
計、税務及びその他の専門的なアドバイスを行うものではありませ
ん。EY税理士法人及び他のEYメンバーファームは、皆様が本書を利
用したことにより被ったいかなる損害についても、一切の責任を負い
ません。具体的なアドバイスが必要な場合は、個別に専門家にご相談
ください。

www.eytax.jp

グローバルSupply Chain Management 
（SCM）の改革テーマ
グローバルSCMの課題を解決するため、改革レイヤー（戦略・構造・計画・実行・インフラ）に
対応したテーマは5つあります。

効果的なSCM改革の進め方
グローバルSCMの課題解決に向けて、改革の手始めとして短期的に効果の創出がしやす
い税務領域の効率化及び適正化を行い、その原資を活用してSCMの改革を進めることが
効果的と考えます。

貴社の現状のSCMの構成要素、コスト、各国の税制（関税、法人税、移転価格税制など）を
モデリングし、最適なモデル構築に向け、分析／検討を実施します。

Contact
本サービスに関するご質問・ご意見等がございまし 
たら、下記までお問い合わせ下さい。

EY税理士法人
ブランド、マーケティング アンド コミュニケーション部 
tax.knowledge@jp.ey.com

グローバルオペレーションの最適化サービス

効果的なSCM改革の進め方： 
産業消費財メーカーの事例
• 短期的に税務対応で年間約3,000万円～数億円規模の効果算出をプランニング
• プランニング・アイディアの洗い出し、ベネフィットの試算、効果が出るまでの期間を 

整理し、プロジェクト実行の優先順位を策定
• 税務対応で得た利益をSCM領域の改革の原資に充当し、継続フェーズを実施

税務の取組み
• グローバル経営における国際税務戦略に関しては、4つの視点が挙げられ、考慮すべ
き要素及び対応の方向性は、以下のように整理されます。

• 税務領域からSCMモデルのあるべき姿を検証する際にこの4つの視点を考慮して作
業を進めます。

改革テーマ改革レイヤー

戦略

構造

計画

実行

インフラ

• マーケティング戦略
• 営業戦略
• チャネル戦略

• 生産配置／在庫配置
• 生産工程／物流工程
• 輸配送ルート

• 需給調整（PSI、S&OP）
• 生産計画
• 在庫／補充計画

• 生産
• 入庫／保管／出庫
• 輸配送

• 基幹システム
• 在庫／物流拠点
• 組織

SCM Modeling
 9 SCMネットワークのデザイン、最適モデルの
検討

SCEM（サプライチェーンの見える化）
 9 販売／生産／在庫の予実分析
 9 グローバル原価管理、KPI、利益管理

SCM機能の高度化
 9 各領域の標準プロセス／ルールの確立
 9 各領域の業務プロセスの高度化

S&OP（売上・利益を考慮した需給調整）
 9 経営と現場をつなぐ需給マネジメントの仕
組みを構築

 9 需給計画・実行の短サイクル化

組織変更やシステムの標準化
 9 グローバルの組織体系の整備
 9 グローバルシステム基盤の整備（業務シス
テム／ERPの標準化）

プランニング・
アイディア

ベネフィット
（NPV）

プロジェクト期間
（効果が出るまでの期間）

プロジェクト実行
の意思決定

プランA 
（所得配分） 150億円 長期（5年から7年） 継続検討

プランB 
（所得配分） 25億円 中期（2年から3年） 留保

プランC 
（資金還流） 3億円 短期 実行せず

プランD 
（優遇税制等） 7億円 短期 実行

プランE 
（関税） 3億円 短期 実行
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SCM領域の改革の必要性は認識していたが、プロジェクトを実施するための 
原資や社内リソース確保が障壁となっていたため、実施タイミングを変更した。

税務領域の効率化・適正化 税務領域の効率化・適正化

各種税務の効率化・適正化で効果を捻出 税務領域で得られた効果（原資）を活用し、
SCM改革を実行

関税：EPAやFTA等の最大限の活用

移転価格：所得配分の効率化

国際税務：税務ストラクチャーの適正化

SCM Modeling

S&OP（売上・利益を考慮した需給調整）

SCEM（サプライチェーンの見える化）

税務領域の取組みで
得られた効果（原資）

... ...

現状TAX構造の再現 最適な構造・方式の 
モデリング検討

各国の税制・法律変更
のモニタリング

 9 現状の各地のビジネス、 
国際トレードの情報を入力 
として拠点毎にかかって 
いる税金を見える化

 9 税メリット・リスクを考慮した
機能集約のモデリング、 
最適なシナリオを選定

 9 税制や法律の変更が発生し
た場合のシナリオに対する
影響を評価し、税メリットが
享受できるシナリオへ修正

税務

現状SCM構造の再現 製造・在庫拠点配置の
最適化モデリング検討

シナリオプラン型の
SCMの運用

 9 現状のSCMの構成要素、コス
ト情報や取引実績等を入力
情報として、拠点毎にかかっ
ているコストを見える化

 9 拠点の集約／統合による影
響を評価し、製品の安定供
給と全体のコストを最小化
するモデルを選択

 9 拠点増減／需要変動が発生
した場合も、製品の安定供
給とコストの最小化が図れ
る拠点／ルートの運用手法
を検討

SCM

国際税務戦略
の視点

考慮すべき要素 対応の方向性

効率的な 
所得配分

• 事業戦略（国際事業展開）
• 各国税制（優遇税制）と租税条約
• 移転価格税制・タックスヘイブン対策
税制

• 優遇税制の活用
• 無形資産の最適配置
• 地域統括会社（Hub）モデルへの移行
• シェアード・サービスセンター

グローバル資金
還流の最適化

• 資金需要・投資対象
• 源泉税・配当に対する税制
• キャピタルゲイン課税
• タックスヘイブン対策税制

• 留保資金移動における税コスト（源泉
税・配当に対する税金）の削減

• グローバルファイナンスアンドトレジ
ャリーセンター（FTC）の検討・実施

関税コスト 
の適切な管理

• グループ全体での輸出入取引の状況
• 各輸出入拠点における関税支払額
• FTA等の関税節減策の実施状況

• 輸入品の原産地・関税評価額・関税分
類等に着目し、関税節減プランニング
の実施

税務コンプライ
アンス体制 
の構築

• 各国税制・規制
• 各国税務当局の動向

• ポリシーの策定
• 各国税制の要件を満たしたサポート
文書の作成

• モニタリング


